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はじめに
　本研究は、日中両国の家電産業の長期的な発展過程を分析し、産業発展の形態と発展を推し進め
た諸要因を比較検討する。近年、両国の家電産業は多様な国際分業関係を形成し、互いの関係性が
両国の産業発展のパターンに重要な影響を及ぼしつつある。また両国の家電産業の発展には、輸出
入、技術移転、対外直接投資、国際競争など、グローバルな企業活動が重要な役割を果たしている。
両国の産業発展は、企業間の多様な国際関係を通じて、各国の企業が成長してゆくプロセスとも捉
えられる。
　国家間の産業発展の形態を捉えた枠組みとして、雁行形態論はあまりに有名である。第二次大戦
後、東アジア諸国は、日本、アジアＮＩＥＳ、ＡＳＥＡＮ諸国、中国の順に次々と高度経済成長を
達成しており、こうしたアジア諸国の成長過程の特徴を分析する手法として、雁行形態論が一般的
に用いられてきた。中国の家電産業の発展は先発した日本へのキャッチアップとして捉えられ、雁
行形態論的フレームワークを適用することはできる。
　しかしながら、いまや日系企業は生産の多くを中国国内で展開し、現地でローカル企業と熾烈な
競争を繰り広げている。ローカル企業も当初は日本からの技術移転を受けて成長し、現在は国内だ
けでなく、日本や米国などに輸出を開始している。競争が国際化し、企業活動のグローバル化が進
むなかで、国家を単位とし、外国貿易を中心的に採り上げて産業発展を論じた従来の雁行形態論は
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限界に直面している。そこで本研究では、両国の産業発展を市場、政策、技術などの観点から観察
すると同時に、両国企業の間に形成される国際的な分業関係を多面的に捉え、それらが両国企業の
優位性構築と産業発展のダイナミズムの底流にあることを描きつつ、新たな枠組みを展望する。
　論文全体は三篇から構成される。上篇では、日中家電産業の発展パターンを生産や貿易、直接投
資等のデータから把握すると同時に、日本の家電産業について、これまでの産業発展と国際化の過
程、それらを推し進めた諸要因について検討する。中篇では、中国の家電産業の発展動向を把握し、
その要因を検証する。中国における家電産業の発展は輸入代替化のプロセスとして捉えられ、その
過程に日本企業の対外直接投資や技術移転が重要な役割を果たしてきた。同篇ではこうした経緯を
具体的に分析する。最後の下篇では、上篇と中篇の分析結果にもとづいて、日中両国の家電産業の
発展過程を俯瞰し、産業政策や市場構造、生産構造などの産業組織と両国企業の戦略を比較する。
比較分析を通じて、両国企業の国際分業の形態や比較優位・競争優位を整理し、伝統的な雁行形態
論を再検討したい。
Ⅰ　日中家電産業の発展パターン
　まず産業発展の具体的な分析を進める前に、両国産業発展のパターンをデータから把握する。こ
こではまず雁行形態論の理論的枠組みを念頭において、両国の家電産業の発展過程を生産や貿易な
どの動向をみてゆく。家電産業のなかでもテレビはその発展パターンを代表しうる産業であること
から、我々はテレビを中心に家電産業の発展動向を把握してゆきたい。
１　雁行形態的発展の過程
　図Ⅰ－１は日中両国のカラーテレビ生産の推移である。日本における家電産業の量産体制は、中
国より20年以上も早く実現されたが、1980年代後半から中国が急速なキャッチアップを実現しつつ
ある。日本の生産動向をみると、国内生産は1960後半から拡大し、1985年頃にピークを迎えた。
1965年に僅か9.8万台の生産台数が1985年では1790万台となり、20年間で183倍の生産拡大を実現し
た。しかし1985年から国内生産は急速に減少し、2000年の生産台数は238万台で、1960年代後半並
みの水準となった。一方、海外生産量は1970年代末から1996年まで一貫して拡大し、4359万台を記
録した。
　他方で、中国のカラーテレビ生産は1980年代後半から顕著な成長を遂げている。国内生産の開始
は1971年頃であるが、1979年まではせいぜい１万台程度であった。しかし1980年代に入ると一気に
増加し、1985年に400万台、1988年に1000万台を超えている。1990年代から生産規模はさらに拡大
し、1995年に2000万台を突破し、1999年に4262万台を記録した。1980年と比較して、20年間で1300
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（注）1.ＣＴＶはブラウン管式のみ. 2.日本世界生産は国内生産と海外生産の合計,後者は日系電械現地法人
企業の平均出資率で修正した正味値,但し82年は推計値.
（資料）『民生用機器データ集』,『我が国企業の海外事業活動』,『中国統計年鑑』.
倍以上と驚異的な規模の拡大である。
　生産量ベースでみると、中国のカラーテレビ生産は1991年に日本の国内生産、1998年に日本の世
界生産を超え、世界最大の生産大国となっている。興味深いのは、中国のカラーテレビ生産拡大の
動向が日本企業の海外生産拡大と重なっていることである。つまり、日中両国における生産拡大の
過程は、既存の比較優位産業が先発国から後発国へと移行していくという雁行形態的な発展パター
ンを示唆しているのである。
　赤松教授による雁行形態論は、特定の産業が輸入期から輸入代替期を経て輸出期へと変化するプ
ロセスを分析した理論である。教授が明治以降の産業発展過程の分析によって示したように、後発
工業国における新産業の発展は、最初に製品と先進技術を輸入するケースが多いが、国内生産の拡
大と効率化を通じて輸入代替化が進み、徐々に輸出が拡大してゆく。こうした雁行形態的産業発展
論は個別産業の発展過程のみならず、繊維→鉄鋼→自動車といった一国の産業構造の多様化・高度
化の説明にも適用されている。赤松理論を継承した山澤（1984）の研究によると、明治時代以来、
日本では、繊維、鉄鋼、自動車、機械などの主要製造業が時間的なラグを以って、輸入→輸入代替
生産→輸出というプロセスを辿ってきたことが示されている（1）。
図I-1　日中CTV産業の生産拡大
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図Ⅰ－１　日中ＣＴＶ産業の生産拡大
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(資料）『日本貿易月表』,他は図Ⅰ－１と同じ．
(資料）『中国海関統計年鑑』,他は図Ⅰ－１と同じ．
　それでは雁行形態的発展のプロセスは、日中の家電産業にもあてはまるのであろうか。図Ⅰ－２
と図Ⅰ－３では貿易との関連から両国のカラーテレビ産業の発展過程を示した。日本の場合、1960
年代から国内生産と輸出が順調に伸びていたが、当初は輸入がほとんどなかった。カラーテレビ産
業は欧米諸国に遅れてスタートしたが、当時はカラーテレビの技術自体が成熟化しておらず、技術
格差の短縮に要する年数も短かった。そのため、輸入代替期を経ずに量産体制が確立され、そのま
図Ⅰ-3　中国CTV産業の発展過程
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図Ⅰ-2　日本CTV産業の発展過程
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図Ⅰ－２　日本ＣＴＶ産業の発展過程
図Ⅰ－３　中国ＣＴＶ産業の発展過程
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ま輸出が拡大していった。しかし1985年頃から状況が一変し、海外生産の拡大によって輸出が減少
し、輸入が伸びてきている。近年では輸入規模が国内生産を凌駕する水準に達している。
　他方、中国のカラーテレビ産業では、1980年代初頭より国内の需要が急拡大し、それに伴って輸
入が先行的に拡大しが、1980年代から90年代を通じて、徐々に国内生産を拡大させ、輸入を代替し
ていった。1980年代は量産体制が確立されていなかったため、国内需要は輸入に大きく依存せざる
をえなかった。1985年の時点では、輸入量（496万台）が国内生産（435万台）を上回っていた。し
かしそれ以降は国内生産が拡大し、輸入を凌駕するようになった。1990年代に入ると輸入は減少し、
生産と輸出は拡大を続けている。
　両国を比較すると、先行した日本では輸入代替の段階がなく、生産拡大と輸出成長を経て、近年
では逆輸入の段階に移っている。後発の中国では、日本を追うかたちで導入→輸入代替生産→成長
の各段階を経ており、典型的な雁行形態的発展を辿っている。ただし留意すべきなのが、成熟期を
迎えた日本の家電産業が海外にその生産機能を移管し、依然として圧倒的な生産力を保持している
ことである。また日本企業の直接投資の拡大は、中国家電産業の輸入代替化とローカル企業の成長、
輸出化に大きく貢献し、両国企業の間には複雑で密接な競合・分業関係が形成されている。従来の
雁行形態論は一国の生産や貿易を分析しているため、国家間の技術移転や多国籍企業の直接投資を
中心的に取り扱っていないという問題があり、その意味でも、理論の再検討が求められているので
ある。
２　両国産業発展の概要
　本論の上篇と中篇では、日中両国の産業発展のプロセスを、市場や技術の動向、産業政策、企業
の経営戦略などの観点から具体的にみてゆくことになるが、その前に両国の産業発展の歩みを簡単
にまとめておきたい。
(1) 日本家電産業の歩み
　日本では、家電製品の多くが戦前に国産化を実現していたが、1937年から強化された戦時体制の
中で家電製品の製造と販売は厳しく制限され、産業発展は中断を余儀なくされた。戦時中の生産中
断による技術的な遅れは10年から20年であったといわれるが、戦後はまず欧米からの技術導入に
よってその空白を埋めた。
　外国技術への依存があったとはいえ、官民一体の共同研究や激しい企業間競争の継続が、導入さ
れた技術の吸収、品質の改善とコストの低下を実現するのに寄与する一方、1955年頃からの高度経
済成長は、民間設備投資の活発化や所得向上による「三種の神器」（白黒テレビ、電気冷蔵庫、電
気洗濯機）などの需要を生み、家電生産は一気に拡大した。家電の国内需要は1963年頃に飽和状態
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を迎えていたが、それを補うように、カラーテレビが登場し、家電産業をリードする商品となった。
　カラーテレビの輸出は1960年代から始まっており、とくに米国向けの輸出が初期需要の大半を形
成し、量産体制の確立に大きく寄与した。1980年代には生産に占める輸出比率が50％を超えるよう
になり、カラーテレビ産業は日本を代表する輸出産業となった。ところが、1985年のプラザ合意を
契機に、こうした発展形態は転換を迫られ、各社は積極的に対外直接投資を行うようになった。欧
米に輸出代替を目的とした現地生産が行われるとともに、低付加価値な製品の生産、または日本へ
の逆輸入のための投資も東アジア地域を中心に加速した。中国進出も1980年代後半から進められた。
　現在は海外生産の影響を受け、日本国内におけるテレビ生産量は減少傾向にある。1990年代に入
ると、ブラウン管式テレビの生産は大幅に縮小し、輸入依存度が急速に高まっている。国内事業自
体は液晶テレビやプラズマテレビなどの高付加価値製品に転換しているが、海外生産比率の上昇は
抑えられない。
(2) 中国家電産業の歩み
　中国家電産業の発展は、1970年代末に始まった改革・開放以降のことである。それ以前では、重
化学工業優先の経済政策のもとで消費財生産部門は停滞し、家電産業も著しく立ち遅れた状況に
あった（2）。
　中国における家電製品の国産化は先発工業国より大幅に遅れていた。テレビは家電製品のなかで
も、教育・宣伝の道具として政府に重視されたが、1960年代当初の経済政策の重点は国防力の増強
と重化学工業化の拡大であったため、テレビなど、耐久消費財の生産は限定されていた。1970年代
末頃、一般家庭にある家電製品はラジオ、ラジカセ、扇風機などであり、テレビや白物家電の普及
率は極めて低かった（3）。
　1972年に米中国交関係の改善で中国をめぐる国際環境が大きく緩和され、欧米諸国や日本から工
業技術の導入が始まった。また、1970年代末から従来の重工業優先の発展戦略が見直され、国民生
活の向上に貢献できる消費財の生産が重視されるようになった。最初は衣服、食品、自転車など伝
統的な消費財の生産が成長し始めたが、所得増加による購買力の向上に伴って、かつて抑圧されて
いたテレビなどの需要も急速に伸びていった。
　しかし、当時は計画経済体制が依然として維持されており、各社の生産規模は小さく、製品品質
も低い水準にあった。結局、国内生産は急増した需要に対応できず、消費ブームは輸入ブームをも
たらし、1985年をピークに家電製品の輸入が急増した。しかしその後は耐久消費財の輸入代替化が
国家的な課題として標榜され、地方分権や輸入規制緩和もあって、地方政府傘下の国有企業が一斉
に海外から生産設備と技術を導入し、家電業界に参入を果たした。その結果、家電の生産能力は一
気に拡大され、輸入代替化が進行した。
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　1990年代に入ると、経済改革の加速と伴って家電産業の生産規模はさらに拡大し、基幹部品を含
めた家電の国産化率も大きく上昇した。1990年代後半から、カラーテレビのようなＡＶ家電をはじ
め、冷蔵庫や洗濯機などの白物家電の生産も次々と日本を超えるようになり、世界一の生産規模と
なっている。世界の家電生産量に占める中国のシェアをみると、テレビ（白黒含む）、冷蔵庫、洗
濯機のシェアは1979年それぞれ2.1％、0.1％、0.1％から、1999年の36.7％、17.1％、24.6％へと
急上昇し、いずれも世界トップ水準である（4）。
Ⅱ　日本の家電産業の発展と国際化
　我々はこれまで日中両国の産業発展パターンを概観してきたが、以下ではそれぞれの産業発展の
プロセスを具体的にみてゆくことにする。 既述のように、日本の家電産業は、その初期において
輸入がみられず、製品の国産化と量産体制の確立が比較的早い時期に達成された。戦後は欧米から
の技術導入が積極的に進められ、製品技術と量産技術の確立が急がれた。1950年代半ばからはじま
る高度経済成長のなかで、家電メーカーはこぞって工場を新設し、販売網の拡充に鎬を削った。そ
の結果、内需の拡大に応じて国内生産が伸張し、輸出も拡大した。
１　テレビ産業の国産化
(1) テレビの国産化と技術導入
　テレビの国産化に向けた試みは1940年代からスタートする。メーカーによる試作機の開発は、第
二次大戦の空白期間を経て、1948年頃から再開された。1950年に電波３法が制定され、放送方式に
ついてはアメリカ方式の利用が決定された。これと並行して、ＮＨＫ技研やセットメーカーは受像
機の開発を本格化させた。技研はテレビの普及を図るために、｢アマチュアでも製作できる受像機｣
をめざし、優良な部品が供給できる体制をつくろうとした。技研は部品メーカーの研究成果を公表
させ、セットメーカーの利用を促した（5）。
　しかし当時の日本の実力を考えた場合、テレビの国産化は、外国技術の導入なしに不可能であっ
た。技術導入は特許を保有する外国企業との技術提携、ないしは特許権の実施契約の締結によって
行われた。1950年の外資法の制定を契機に欧米からの技術が導入され、第二次大戦中の技術開発の
空白を埋めた。例えば、ラジオ・テレビ及び部品だけで、127社の日本企業がＲＣＡ社と141件
（1952～1966年）の技術提携を契約したと記録されている（6）。受像機に関しては、アメリカ・Ｒ
ＣＡの基本特許、イギリス・ＥＭＩ、オランダ・フィリップスの特許を回避することは困難であっ
た。
　こうした状況のなか、当時の通産省は、国際収支の悪化と多数の企業の乱立を回避すべく、1953
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年に特許導入の基本方針を打ち出した。それは、ＲＣＡ、ＥＭＩ、フィリップスの特許導入を優良
メーカーに限り許可し、その数は部品メーカーを含む37社に絞るというものであった。これ以降は
通産省が外資系企業と一括契約をとりまとめ、特許料率の引き下げ交渉にあたった（7）。テレビを
国産化するには、電子管、部品、素材の国産化、それらの品質向上とコスト低下が必要であったが、
通産省は開銀融資の斡旋、試験研究補助金の交付、部品・素材の品質指導なども行った。また、産
業育成の立場から外資導入や輸入を禁じた。日本において輸入代替期がなかったのは、この政策に
よるところが大きい。
　しかし国内市場が保護されたとしても、国内生産が立ち上がるとは限らない。ラジオと比較する
と、テレビは投資額、部品の内容と点数の面で格段に難しい製品であり、受像機の輸入は禁止され
ていたものの、部品は輸入に頼る部分が多かった。なかでもブラウン管は受像機の原価に占める比
率が高く、この国産化が受像機国産化のネックとなった。当時は12インチ以上のブラウン管がすべ
て輸入であった。小型ブラウン管は国産化されていたものの、ガラス工業が脆弱で、輸入品との競
合に苦しんでいた。
　そのため、部品や材料についても、技術導入を利用して国産化を図ることとなった。バルブにつ
いては、1953年に旭ガラスがアメリカ・コーニングと技術提携契約を締結し、旭特殊硝子を設立し
た。通産省は同社にバルブ生産を集中化させ、価格を下げる体制を採った。ブラウン管についても、
神戸工業、日立製作所、東芝、日本電気がＲＣＡと、松下電子工業は1952年にフィリップスとそれ
ぞれノウハウ契約を結び、外国技術に依存しながらブラウン管の量産化を進めた。ノウハウ契約は
単なる特許使用を超える技術援助契約であり、設計、製造、部品、検査などに関する資料の提供と
技術者の駐在許可と技術の全面的な供与に及んだ。使用料率は高く、特許使用料とあわせて売上の
10％近くに達した。各社は高額の使用料を払い、巨額の設備投資で工場を建設した。ブラウン管が
品不足に陥るなか、部品供給能力を伸ばした企業はセットの生産においても優位に立った（8）。
(2) 白黒テレビの普及と対米輸出
　1953年からテレビ放送が開始された。景気も上向き、個人所得の増加が消費を伸ばした。企業も
製品価格低下に努めた。こうした状況を背景に、日本においてもようやく白黒テレビが普及期に入
る。米国に比べ６、７年遅れたものの、価格低下と製品普及は急速であった。部品にも量産効果が
働き、ブラウン管などの主要部品の単価が低下した（9）。
　製品普及が早かったのは、各社が14インチに生産を集中化させたことによる。米国の場合、テレ
ビの普及は機種の上位移行を通じて実現し、普及率の上昇とともに、主力機種が17インチや21イン
チへ変わっていった。これに対して、日本では14インチのみが専ら拡大した。14インチへの集中化
は、ＮＨＫ技研や電波技術協会、無線通信機械工業会などの働きかけを通じて行われ、物品税率も
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30％から12％に優遇された。各社は14インチを中心に量産体制を整備し、安価で新しい機能をもつ
製品を市場に投入した。生産技術の面でもこの頃にプリント配線板が導入され、生産現場の自動化、
価格低化、品質安定化を可能にさせた。各社の量産体制の整備と技術革新を通じて、小型テレビが
市場に受け入れられていった（10）。
　しかし1962年頃には白黒テレビ国内市場も成熟化の様相を呈するようになる。国内市場の飽和は
輸出ドライブを強めることになった。ただし輸出には製品や技術などの面で新たな取り組みを要し
た。こうした取り組みに最も積極的だったのがソニーである。 同社がテレビに参入したのは1960
年であるが、最初からトランジスタ応用製品としてテレビをつくり、高周波・高出力の処理等の技
術的課題を克服した。1960年には８インチテレビの商品化に踏み切り、アメリカ市場に進出し、翌
年には対米輸出を軌道に乗せた。各社の取り組みによって産業全体の輸出比率は1965年の時点で
35.9％となった。
２　テレビ産業の発展と輸出の拡大
　1960年代前半の国内需要飽和に対し、企業は輸出に活路を見出したが、他方ではカラーテレビの
製品化に力を注いだ。当時の業界では、白黒テレビの低迷を補うようにカラーテレビが登場し、産
業の拡大を牽引していた。
(1) カラーテレビの製品化
　従来型の家電製品とは異なり、当時のカラーテレビは世界的にも製品技術や製造技術がそれほど
成熟化しておらず、日本企業は欧米企業に短期間でキャッチアップする余地があった。ＮＨＫ技研
では1950年頃から研究が開始され、1955年にＮＴＳＣ方式の受像機を試作し、公開した。通産省と
郵政省は、機器の製造技術や放送の標準方式等について調査・検討を開始し、受信機の製作とブラ
ウン管の国産化を進めた。アメリカからカラーブラウン管材料を輸入し、試作研究を行った。ブラ
ウン管のタイプとしては、ＲＣＡのシャドーマスク管が選択された。白黒ブラウン管にはない部品、
材料、製作技術を開発・習得しなければならなかったため、部品・材料メーカーを加えた共同研究
を組織化した（11）。
　この共同研究には十分な意義があったが、製品化と量産技術の確立のために各社はさらなる技術
開発を必要とした。東芝・日立・日電・三菱電機などの主要ブラウン管メーカーは工業化に必要な
技術やノウハウを取得するために、個別にＲＣＡと技術提携を結んだ。部品・材料についても同様
であり、旭特殊硝子はコーニングと、大日本印刷はバックビーミアースとのノウハウ契約を利用し
て、量産体制を整備していった。
　1960年にカラーテレビの本放送が開始されたが、当初は普及が伸び悩んだ。受像機の価格も高
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かったうえに、カラー放送の時間も短く、内容も乏しかった。1960年代初頭には各社ともにカラー
テレビ用の工場設備を整備したものの、需要が伸びず、部品調達の面でも問題に直面した。21イン
チのほとんどはＲＣＡからブラウン管の供給を受けていたが、供給不足であり、輸入が円滑に進ま
ず、製品価格高止まりの一因となっていた。
(2) 対米輸出の拡大と量産体制の確立
　国内市場で普及が進まないなか、アメリカでは1962年頃から普及率が上昇を始め、日本企業に
とっては輸出に有利な局面が出現した。1963年頃には主要メーカーがすべてカラーテレビ市場に参
入し、製品価格も低下を始めた。
　しかし、このブームに対して、アメリカでは唯一のシャドーマスク型ブラウン管メーカーであっ
たＲＣＡのブラウン管供給は滞りがちであり、セットメーカーが思うように生産能力を伸ばすこと
ができなかった。アメリカの小売業者はこの超過需要を日本からの製品輸入によって埋めようとし
た。1963年には日本ビクターがサンプル輸出を行い、東芝や三菱電機にも引き合いがきた。1964年
にはシアーズローバックが東芝から輸入を行った。その後、三洋電機や松下電器産業もプライベー
トレーベルによる対米輸出を開始し、1966年には日本の輸出比率が54.6％に達した。ブラウン管の
輸出も行われ、日立製作所はコンラック、ＧＥ、フィルコ、ウェスティングハウスにブラウン管を
供給した。
　この時期に、各社はカラーテレビやブラウン管の国内量産体制を強化してゆく。東芝は1965年に
カラーテレビ量産工場として深谷工場を設立し、小向工場とあわせて月産３万台体制を築いた。カ
ラーブラウン管工場も姫路に建設した。松下も1966年に宇都宮にカラーテレビ工場を建設した。日
立は工場再編によってテレビセットの能力を強化し、茂原工場を拡張させて、カラーブラウン管の
生産能力を増やした。
　量産体制の確立はコストダウンを実現とし、国内の製品普及も促した。1960年代後半は高度成長
による個人所得の増加も著しく、カラーテレビの実質価格はそれだけ低下した。アメリカに３～４
年遅れたものの、1960年代後半には急速に普及が進んだ。この時期のメーカーによる製品差別化競
争は一段と厳しさを増し、数多くの技術革新が起こった（12）。ブラウン管の蛍光体は改良され、広
角化が進んだ。回路技術では、真空管に変わってトランジスタ、さらにはＩＣが利用されるように
なった。高温高圧に耐えるためにシリコントランジスタの開発が進められたが、1967年頃にはトラ
ンジスタテレビのほとんどはシリコン化され、品質が飛躍的に向上した。テレビの消費電力や故障
率も大幅に低下した。
(3) 日米国際競争力の逆転
　トランジスタやＩＣの利用は製品技術と製造技術の根本的な革新をもたらすため、日米双方の
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メーカーのめざすところであったが、実際は技術導入において日米で大きな差異があり、その差が
日米の国際競争力逆転につながった。
　アメリカでは1967年にモトローラが最初のオールトランジスタ・カラーテレビを発表したものの、
ソリッドステートへの取り組みが全体として消極的であった。1970年代初頭に生産されたテレビの
70～80％は真空管テレビであった。最も先進的なモトローラでさえ、その製品の86％は真空管テレ
ビであった。当時、アメリカではカラーテレビの売上が連続して減少しており、現状の売上利益率
のもとで組立ラインを変更することには費用がかかりすぎると考えられていた。またトランジスタ
やＩＣを使用して性能や信頼性を高めても、価格が高くなっては消費者に受け入れられないと思わ
れていた。そのためトランジスタやＩＣが高価格セットの回路のみに使われたのである。
　一方、日本ではソニーと日立がソリッドステートに先行した。ソニーが採用していたトリニトロ
ンは、シャドーマスクと比較するとそもそもネックが細いため、明るく、解像度のよい画像が得ら
れ、トランジスタの採用には有利であった。他方、日立はシャドーマスク方式を採用していたため
に、回路の改善と高圧トランジスタや高圧ダイオードなどの部品開発が必要であった。日立は半導
体製造工場である武蔵工場を中心にシリコントランジスタの開発を進め、高耐圧トランジスタの開
発に成功した。米国企業と異なる点は、こうした先行企業の動きに対して後発企業がただちに追随
したことである。松下は1969年、東芝や三洋、シャープ、三菱電機は1970年にオールトランジス
タ・カラーテレビの新製品を発売した。ＩＣの採用も早く、1971年にはゼネラル、シャープ、日立
などでＩＣ化率50％を超えるテレビが市場に投入された。
　日本企業によるトランジスタやＩＣの採用は、製品技術や製造技術に重要な影響をもたらし、両
国に生産性格差をもたらした。製品技術面ではＩＣ化によって部品点数が大幅に減少し、部品機能
の複合化、機構部品の改良なども進んだ。製造技術面ではＮＣ制御の自動機の導入が可能になった
（13）。各社とも自動機を導入し、工程の自動化率は80～85％に達した。これらに加えて製造現場で
はＱＣサークルなどの工場運動が活発化し、不良率の低下と更なるコストダウンが追求された。
　製品技術と製造技術の革新、製造現場の合理化運動の結果、日本のカラーテレビ産業の国際競争
力は1970年代前半に、かつてないほど強化された。アメリカや欧州諸国と比較しても、日本のテレ
ビ産業はあらゆる費目でコストが低く、総コストベースでは25％ほどの違いがみられた（表Ⅱ-１
を参照）。1970年代半ばには為替相場も円安に転じ、輸出には有利に働いた。石油危機後のアメリ
カ市場は小型で性能・品質の安定したテレビが求められる傾向が強まり、市場ニーズの変化も日本
企業に追い風となった。
　逆に米国企業の業績は低迷した。日本製品と直接競合し、プライベートレーベルの市場を奪われ
た中堅以下の企業は、業績を悪化させて撤退するところが多くなってきた（14）。中堅以上の企業は
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表Ⅱ－１　カラーテレビのコストの国際比較
（単位：ポンド，工数は時間）
（資料）平本(1994),148頁より抜粋．日本，イギリス，西ドイツが鶴岡重成『家庭
電器産業』188頁、1980年．アメリカは Porter, M. E.., Cases in Competitive
Strategy, Free Press, 1983, p. 511.日本，イギリス，西ドイツの原資料は National
Economic Development Council.
海外生産展開によって競争に対応しようとした。ソリッドステート化への投資を手控える代わりに、
海外製造拠点を設置し、生産を移管した。撤退、海外移転、合理化と並行して、日本製品の輸入を
防ぐための法的措置もとられた。最終的には、日本との間に市場維持協定（ＯＭＡ：Orderly
Marketing Agreement）が締結され、日本からのカラーテレビ輸出は、完成品156万台、半完成品19
万台の計175万台に限られることとなり、各社は過去の実績に基づいた割当によって輸出すること
になった（15）。
　カラーテレビにおける日米の国際競争力逆転については多くの文献が着目し、その原因を分析し
ている（Porter，1983；MIT，1990；新宅，1994）。日本企業がソリッドステート化に迅速に対応し
た理由については、（１）日本では製品設計と生産技術、製造現場の相互の連携が緊密であり、生
産技術陣においても製品開発の段階から参画し、設計・製造・品質管理・資材などの各部門と連携
を取りながら自動機の開発を進め、合理化を達成したこと、（２）製造現場で不良低減とコストダ
ウンを目指した工場運動やＱＣサークルが行われたこと、（３）ＶＡやＶＥの手法を用いて原材料
費を含めてコストダウンが進められたことなどが挙げられている。
３　海外生産進出と製品の高付加価値化
（１）欧米への生産進出
　米国をはじめとする先進国との貿易摩擦は、日本の家電メーカーが国際化を進める重要な契機と
なった。家電メーカーの国際化は、1960年代から松下電器産業と三洋電機を中心として、東アジア
や中南米の諸国でみられたが、その多くは進出先国の国産化政策と輸入関税措置に対して、現地市
場で製品を生産・販売するためのものであった。進出先国が小国であることから、生産規模もそれ
日本 アメリカ イギリス 西ドイツ 韓国
直接労務費 5.7 8.8 10.6 15.1 1.5
（平均工数） (1.9) (3.6) (6.1) (3.9) (5.0)
（賃金/時間） (3.0) (2.5) (1.7) (3.9) (0.3)
材料費 100 NA 126 119 113
工場間接費 11 NA 20 17 2
生産コスト計 116.7 NA 156.5 151.1 116.5
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ほど大きくなかった。また生産機種も多様であり、規模の不経済に直面した。しかし1970年代に入
ると、貿易摩擦と円高への対応から、欧米諸国に輸出代替型の生産投資が行われた。欧米諸国は市
場規模が大きいため、投資規模も大きくなった。出資比率に対する規制も緩かったため、単独出資
が好まれる傾向があった。
　日本企業のなかでもソニーと松下は欧米への海外展開に積極的であった。ソニーは1970年代初頭
からアメリカへの展開を模索し始め、1972年にサンディエゴに工場を完成させた。固定為替制度の
崩壊による円高が予想され、国内賃金の優位性は消滅するとの見通しから進出を判断した。同社は
貿易摩擦を予想して欧州にも早々に展開し、1974年にイギリスで生産能力20万台の工場を設立した。
この時期、松下もアメリカとイギリスに進出している。アメリカへの進出はモトローラからテレビ
事業部門の譲渡によるもので、イギリスへの進出はカーディフ市からの誘致によるものである。
表Ⅱ-２　日本テレビメーカーの主な海外生産拠点
(注）2001年３月末現在の状況.複数進出の場合は最初の拠点を基準に,○印は84年前,◎
印は85～93年,★印は94年以後進出したものを示す.―印は生産停止・撤退したもの.
(資料）『民生用機器データ集』,『海外法人リスト』,『海外進出企業総覧』各年版.
　表Ⅱ-２をみると、この時期には、貿易摩擦の激化に伴い、二社以外の企業も対米進出を本格化
させている。三洋電機は1976年にウォーウィックのカラーテレビ部門を継承して新会社を設立し、
1977年には三菱電機が現地販売子会社の製造部門としてカリフォルニアでカラーテレビ生産を開始
し、1980年に独立させた。東芝は1977年にテネシー州でカラーテレビのセットの生産を開始し、
松下
電器産業 ソニー 東芝 シャープ
日本
ﾋﾞｸﾀｰ 三洋電機
日立
製作所 三菱電機
○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ―
イギリス ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ―
スペイン ○ ◎ ○
中国 ★ ★ ★ ★ ◎ ○ ○
ベトナム ★ ★ ★ ★
インドネシア ○ ◎ ★ ★ ○ ◎ ―
インド ★ ★ ◎
タイ ○ ― ○ ◎ ◎ ― ○ ―
マレーシア ○ ◎ ◎ ◎
フィリピン ○ ○ ○
シンガポール ○ ― ○ ―
台湾 ○ ― ○ ―
メキシコ ○ ◎ ◎ ★ ★ ◎
ブラジル ○ ◎ ○ ― ―
オーストラリア ○ ― ―
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1985年にはウェスティングハウスとの合弁でブラウン管製造会社を設立している。日立も1977年に
ＧＥのテレビ部門を事業移管した。1970年代後半には、ヨーロッパに向けた直接投資も進んだ。当
初は、日系企業の進出に対して業界や労働組合の反対があったが、イギリスの政府や業界内部でも
進んだ日本の技術を導入しようとの気運が生じ、日本企業の進出が認められるようになる。1980年
代半ばまでに、ヨーロッパでは、ほぼすべての日系メーカーがイギリスに進出するかたちとなった。
(2) 東アジアへの生産進出
　円高と賃金上昇が問題となったこの時期には、東アジアにおいても輸出指向型の生産投資が行わ
れた。これらは、かつて現地の国産化政策に対応するために行われた生産投資とは異なり、品種を
限定させて、販路を世界に求め、規模の利益を追求させるタイプの投資であった。従来の投資は合
弁形態が多かったのに対して、この種の投資は国内販売を目的としないため、多くの場合は単独出
資で生産進出することができた。
　1969年には日立製作所が台湾にアメリカへの輸出を目的として、テレビ・ラジオの製造工場を独資で
設立している。1972年にはシンガポールにラジオの製造会社を設立し、74年にはテレビの生産も開始し
た。三菱も1974年にシンガポールでテレビの生産を開始し、近隣諸国へ製品を輸出した。三洋、東芝も
この時期に類似の投資を行っている。しかし、台湾やシンガポールの生産拠点は、その後ＡＳＥＡＮや
中国が台頭するにつれ、存在意義を失い、停止や撤退をしているところが多い（表Ⅱ-２を参照）。
　1980年代の日系企業の進出先として注目を集めたのはＡＳＥＡＮ地域である。従来、この地域に
は日本から完成品が輸出されていたが、円高と賃金上昇によって輸出が難しくなった。またＡＳＥ
ＡＮ諸国は輸入代替国産化政策から外資誘致・輸出指向型政策へ転換し、貿易や投資の規制緩和を
進めた。1985年以降はＡＳＥＡＮへの生産シフトが加速し、各社は追加投資によって生産規模を拡
大し、部品メーカーを誘致するなどした。表Ⅱ-２をみると、マレーシアには1980年代前半に
シャープが第三国輸出を目的とした現地生産を開始し、1988年にはソニーや松下が類似の製造拠点
を設けている。1980年代後半にはシャープと日本ビクターがタイにテレビセットの製造拠点を設立
し、日立製作所とソニーはインドネシアに展開している。
　さらに日系家電メーカーはこの時期に、改革開放が進められた中国に対しても触手を伸ばしている。
前掲の表Ⅱ-２では、中国への生産投資は1990年代に入ってからのように見受けられるが、実際はそ
の前段階として、1980年代にプラント輸出や技術供与が行われた。詳細は中篇に譲るが、中国では
1970年代末にカラーテレビ産業の国産化計画に基づいて、量産技術と部品技術の導入を計画し、日本
の産業界に技術協力の要請をした。それ以降、プラント輸出や技術供与、委託加工が活発化し、対中
協力ブームが起こった。さらに1980年代中程に入ると現地では空前のカラーテレビブームが起き、需
要の急増に対応するために、ローカル企業は日本からの生産ラインの輸入に殺到した。
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　また幾つかの企業については、1980年代に直接投資による対中進出を遂げている。ただし中篇で述
べるように、この時期の外資導入には様々な規制があり、セットメーカーの国内市場アクセスは厳し
く制限されていた。そのため、輸出指向型の組立拠点の設置か基幹部品を製造する拠点の設置があり
うる直接投資のパターンであった。前者のタイプとしては、三洋電機が1984年に深市に華強電子工
業公司との折半出資によるカラーテレビの生産法人を設立している。日立製作所も1981年に福建電子
輸出入公司との合弁企業を立ち上げている。いずれも輸出指向型のセット組立拠点である。後者のパ
ターンは、中国側からの基幹部品の現地製造能力強化の要請を受けたものであり、松下が1987年に北
京市との合弁によるカラーブラウン管工場を設立し、日立が1989年に深 市に現地向けのブラウン管
工場を設置している。これらは家電産業における対中直接投資の先駆けとなった。
(3) 内需拡大と製品の大型化・高付加価値化
　国際化への動きが活発化する一方で、国内の家電市場は成熟化の様相を強めていった。しかし業
界では、技術革新を通じて市場創造を図ろうという気運も高まった。1980年代後半の好況は追い風
となった。新製品の導入や新機能の追加は、買換え・買い増し需要を促進し、結果として出荷額は
安定的に推移した。図Ⅱ-１はカラーテレビのインチ別出荷台数であるが、1980年代を通じてカ
ラーテレビは大型化し、需要構造が高位シフトしている様子が窺える。企業もこれに応じて製品の
大型化・高付加価値化を進めていった。
図Ⅱ－１　ＣＴＶインチ別出荷台数
（注）出荷台数は国内生産と輸入を両方含む市場販売量である．
（資料）矢野経済研究所編『日本マーケットシェア事典』各年版.
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　この時期には音声多重放送など新しい放送形態が誕生した。1984年には衛星放送の試験放送も開
始された。ＨＤＴＶの伝送方式も1984年には開発を終了している。受像機についても様々な新技術
が導入された。なかでも半導体技術の影響は大きかった。1970年代初頭にＩＣが採用された頃は集
積素子数が数十個にすぎなかったが、1970年代半にはＭＳＩ、引き続きマイクロコンピューター、
ＬＳＩの採用へと進んでいった。主な用途としては、チューナー部、プログラム機能、リモコン部
などであり、1977年に松下がリモコンを採用したモデルを発売し、各社が追随した。
　ブラウン管の大画面化・高画質化も顕著であった。画面の大型化に伴い、角形化・平面化が技術
的課題となったが、各社はＣＡＤを用いて設計上の問題を解決した。バルブメーカーが構造解析や
設備開発を進め、量産化に成功したことにより、1985年頃からは大型化と高画質化が飛躍的に進ん
だ。高画質化については半導体技術が応用された。水平走査にダブルスキャンを採用し、飛び越し
走査によって、走査線数を525本に変換し、高画質な映像を得る技術が登場し、松下、ソニー、東
芝などが採用した。
　1980年代は製造技術においても革新がみられた時期であった。製造ラインにロボットとＮＣ制御
の自動挿入機を導入し、それらを一括して管理するＦＭＳ（Flexible Manufacturing System）の導入
が進められた。情報技術を駆使して工数を削減し、工程の自動化率を高めた。当時、日本企業は円
高と人件費高騰に苦しんでいたが、家電各社は工程の自動化や合理化によって生産性を高めていっ
た。
　長期的な好況とも相俟って、こうした企業の取り組みは、国内の買い替え・買い増し需要を獲得
していった。1980年代の家電メーカーは、対外的には貿易摩擦や円高等に対応するために、欧米や
東アジアへ進出し、輸出を海外生産に置き換えていったが、カラーテレビの国内生産量は、内需拡
大、製品・製造技術の革新と大型機種の展開、それらの東アジア諸国に向けた輸出などによって、
1980年代末まではかろうじて維持されたのである。
４ 国際競争の激化と新規事業への転換
(1) アジアシフトの加速化
　しかし1990年代に入ると状況は一変する。国内では不況と円高がさらに深刻化し、テレビの国内
生産は頭打ちになり、東アジアへの生産シフトが加速化した。カラーテレビの海外生産比率は1985
年の38.8％から96年の87％まで上昇し、海外生産台数が4359万台に達した（16）。また、2000年の海
外生産比率は94％となった。1993年頃から製品輸入が拡大し、700万台を越える水準で推移したこ
とにより、国内生産台数は1000万台を大きく割り込んだ。輸入元も、アジアＮＩＥＳに代わってＡ
ＳＥＡＮと中国のプレゼンスが上昇し、2000年の製品輸入比率はＡＳＥＡＮが41％、中国が26％と
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なっている。とくに1997年以降は中国の比率上昇が顕著である（17）。
　投資先別にみてゆくと、1990年代前半はＡＳＥＡＮのウェイトが高かった。現地法人へ増資が行
われ、生産機種と生産能力を拡大した。部品製造拠点の設置も進んだ。図Ⅱ-２は松下電器産業の
テレビ事業関係のマレーシアにおける現地法人の売上と調達の状況である。同社は1992年に松下電
子工業との共同出資により、現地のテレビ製造拠点の隣地にブラウン管工場を設立した。これに
よってテレビ工場の現地調達率は大幅に改善した。またテレビ製造拠点のなかに開発センターとＩ
ＰＯを設置し、現地製品用の設計能力を内部に整備するとともに、ブラウン管以外の部品の現地調
達化も進めていった（18）。ＡＳＥＡＮに進出した日系メーカーの多くが松下と類似の行動をとった。
同地域への投資ブームは1997年頃まで続いたが、その後はアジア通貨危機による不況に襲われ、勢
いを失った。
図Ⅱ－２　松下電器のマレーシア現地法人：売上と日本調達率
（注）１．ＭＴＶは Matsushita Television Co., Sdn. Bhd.（テレビセットの製造拠点）,
　　　２．ＭＭＥＣは Malaysia Matsushita Electronics Corporation Sdn. Bhd.（ブラウ
ン管の製造拠点），
　　　３．調達率は金額ベースで総調達額に占める比率を計算している．
（資料）松下電器産業取材時の企業資料（1998年10月16日）.
　代わりに1990年代半ばから急速に脚光を浴びてきたのが中国である。1995年前後から、中国政府
はテレビ産業の外資参入に関わる規制を緩和し始め、国内市場アクセスが認可されたため、各社と
もに合弁や独資による製造拠点の設置・拡大を試みている。三洋電機は、1984年に華強集団との合
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弁により現地生産を開始したが、生産増加の要請から、1995年に新たに同社との合弁企業（東莞華
強三洋電子）を設立し、中国国内の販売と日本を仕向地とするテレビ生産に着手した。松下は1995
年には山東省済南に現地販売を主たる目的としたカラーテレビの合弁企業を設置した（山東松下映
像産業）。ソニーも1995年に上海に合弁企業（上海索広映像）を設立し、カラーテレビの現地生産
に着手している。
　東アジア域内の国際分業を考えたとき、中国への生産投資には二つのパターンがある。最初のパ
ターンが、ソニーや松下のように、中国に設置する現地法人の目的を中国国内に向けた製品の製
造・販売とするものである。これらの企業はＡＳＥＡＮを世界的な輸出拠点と位置付ける傾向が強
く、日本への逆輸入も同地域から行っている。また国内はデジタルテレビやプラズマテレビなどの
ハイエンド製品に特化している。他方、三洋電機のように、日本への逆輸入や第三国輸出を視野に
入れて中国に全面的に生産展開している企業がある。彼らはそもそもＡＳＥＡＮへの生産投資に積
極的ではなく、中国を世界的な生産拠点として位置付け、中国国内の販売に力を入れると同時に売
上の過半を日本や第三国に輸出している。また現地で設計開発センターやＩＰＯを設置している。
2000年に入り、彼らはＡＳＥＡＮの生産拠点と日本の製造拠点も縮小・閉鎖し、中国に生産を集約
化させつつある。
(2) 国内生産縮小下の新規事業への転換
　東アジアへの生産シフトが加速化するなか、日本国内では高付加価値商品を開発し、事業化しよ
うとの要請が以前になく強くなった。前出の図Ⅱ-１によれば、1990年代は大型テレビの出荷台数
が減少するなかで、1993年頃からＨＤＴＶ（ハイビジョンテレビ）、ワイドテレビ、ＶＴＲ一体型
テレビなどの新規商品が伸びていることが確認できる。海外生産シフトの影響は強くなり、国内生
産量は全体的に収縮傾向を辿ったが、各社は国内事業の縮小を進めながら、新製品に向けて開発力
を強化し、事業を高度化させるという難しい舵取りを迫られてきたのである。
　1990年代初頭に次世代商品として有望視されていたのがＨＤＴＶである。既に伝送方式や受信機
の開発が始められていたが、デコーダ用ＬＳＩの開発がネックとなり、普及が遅れていた。ＬＳＩ
の開発は第一世代と第二世代があり、第一世代の開発では、ＮＨＫ技研が中心となり、国内メー
カーの協力を得て開発された。これにより数百個のＩＣによって構成されていたデコーダを50個以
内のＬＳＩに集積させることが可能になった。第二世代ＬＳＩの開発目的はコストダウンであった。
各メーカーは開発期間を短縮し、費用を分担するために共同開発グループを形成し、1993年頃まで
に成果を挙げた（19）。ＨＤＴＶは16：９のワイドブラウン管も必要としたが、各社は大型ブラウン
管開発において蓄積された要素技術（電子銃・偏向ヨーク・ガラスバルブなど）に改良を重ねるこ
とでこれに対応した。ＬＳＩとブラウン管の開発、製品開発の成果を受け、各社は1993年春にフル
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スペックで100万円を切るＨＤＴＶを投入した。しかし依然として価格が高く、販売台数も伸び悩
んだ。
　こうした状況にあって、各社はワイドブラウン管を用いたテレビの普及を促すために、ハイビ
ジョン機能を持たないワイドテレビを投入した。このテレビはデコーダＬＳＩを使用しないため、
価格を25万円前後に抑えることができた。当時は中・小型テレビの海外シフトが強まっており、
シャープ、東芝、ビクター、松下の各社は、ワイドテレビを普及させることによって、国内生産を
維持しようとした。1994年に入ると、ワイドテレビの市場は本格的な立ち上がりを見せ始め、年産
250万台を越える市場に成長した（20）。
　しかし結果として、この市場を制覇したのはソニーであった。1996年にはソニーが平面ブラウン
管を用い、ワイドテレビからＨＤＴＶまでを「ＷＥＧＡ」シリーズとして市場に投入し、国内シェ
アを大幅に伸ばした。ソニーの成功に対して，各社もワイドブラウン管から平面ブラウン管に仕様
を変更し、新製品を投入した。松下は新シリーズ「タウ」を投入し、ソニーの後を追った。東芝と
同社からブラウン管供給を受けるシャープやビクターはワイドテレビとＨＤＴＶに平面ブラウン管
を採用した。
　各社の取り組みにより、1990年代半ばにテレビ市場は再度賑わいを見せた。この時期、ワイドテ
レビばかりでなく、大型テレビ、ＶＴＲ一体型テレビ、ＨＤＴＶ、プロジェクションテレビも出荷
台数が伸びた。中・小型テレビの海外シフトと逆輸入により、国内生産台数は減少しながらも、各
社は高付加価値商品に生産をシフトさせ、一時的に空洞化をしのいだ。しかし新機種が軌道に乗る
と、各社は間を置かずにそれらのグローバル展開を開始した。ソニーは1997年に「ＷＥＧＡ」シ
リーズの欧米への生産展開を行い、1998年には中国においても現地生産を開始することを決定した
（21）。松下や三洋、東芝なども次々と平面テレビの海外生産移管を進めていった。新製品による国
内生産の牽引力は以前と比べると弱まり、輸出から海外生産への移行が短期化するようになった。
(3) 新たな競争の局面
　さらに、近年は業界に二つの構造変化が到来している。デジタル化に向けた技術革新と東アジア
地域におけるローカル企業の急成長である。
　第一が、デジタルテレビの立ち上がりと、関連する要素技術やシステムの進化である。関連する
技術としては、デジタル信号の圧縮を行うシステムＬＳＩなどの半導体、ＤＶＤをはじめデジタル
化で飛躍的に容量が増える記録装置、ＰＤＰ（プラズマ・ディスプレイ・パネル）や液晶などの映
像デバイスが挙げられ、欧米や日本の企業の間で熾烈な競争が繰り広げられている。
　表示装置に関しては、ＰＤＰと液晶への期待感が高まっている。ＰＤＰは、40インチ以上の大画
面をブラウン管より薄く映写でき、デジタル信号を用いてそのまま表示するために、画質が大幅に
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向上する。小型は液晶（ＴＦＴ）の存在が大きくなりつつある。ＰＤＰは1992年に富士通によって
市場に導入され、同社が量産工場の立ち上げに先行してきたが、ＮＥＣが1998年に月産１万台規模
の工場を立ち上げ、パイオニアや松下が追随した。液晶テレビはシャープが先行的に開発を進め、
15インチから20インチまでをいち早く商品化した。1999年に松下と三洋が15インチの液晶テレビを
発売したが、これに対してシャープは28インチと横長ワイド液晶テレビを発売し、彼らとの差別化
を図った（22）。
　ＬＳＩの分野でも技術革新が著しい。デジタルテレビに組み込まれるＳＴＢ（セット・トップ・
ボックス）と呼ばれるシステムＬＳＩは、デジタル信号を解読するデコーダやメモリなどを集約化
しているが、この開発については松下が先行してきた。同社は主要機構を統一した世界共通型テレ
ビをつくることを念頭に、デジタル信号を一括処理するＬＳＩを開発し、各国の放送規格に合わせ
たソフトを各地域で開発する体制を整えた。ＣＡＴＶやＢＳ放送などにも柔軟に対応できるように
なった。
　第二の構造変化は東アジア地域におけるローカル企業の急成長である。現在中国などの市場では
韓国企業や中国企業が、ローエンドからミドルエンドの市場セグメントにおいて、圧倒的な優位性
を有している。また近年では現地のハイエンドの市場セグメントや輸出市場においても、日系企業
の優位性を脅かしつつある。日本企業は1990年代後半に相次いで中国に進出したとはいえ、市場
シェアの拡大に大きな成果をあげていない。
　こうした状況に対して，日系企業は現地市場シェアを伸長させるべく、コストダウンと販路開拓
を行い、ローカル企業に対して、技術開発力と製品開発力による差別化を試みている。先に平面テ
レビやプロジェクションテレビなどの高付加価値製品の現地移管が短期化されつつあることを指摘
したが、その理由としては、日本国内の要因もさることながら、現地市場で優位を獲得したいとす
る切実な要求がある。日系企業にとっては、国内で要素技術やシステム開発の技術力を強化し、新
製品を導入するとともに、経営の現地化と技術移転を進め、国内外で競争優位を維持する体制づく
りが欠かせない。こうしたグローバル戦略の持続的な遂行を通じて、はじめてローカル企業との差
別化が可能になるのである。
　注　釈
（１）雁行形態論の原形は赤松（1956）を参照されたい。輸入、国内生産、輸出が時間のずれをおいて、雁が
列をなして飛翔するような形態を呈するところから、産業の雁行形態的発展と名づけた。小島（1958）
もそれを踏襲した。山澤（1984）はさらに２段階加え、産業の発展過程を導入、輸入代替、輸出成長、
成熟、逆輸入の５段階にわけて説明している。また、小島（1958）及び山澤（1984）は、個別産業の輸
入→生産→輸出の発展過程を雁行形態論の基本型、産業間における継起的な発展過程を雁行形態論の変
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型に分類している。山澤（1991）は同一産業の国家間での移転を変型２とした。
（２）北京テレビ局がテレビ放送を開始したのは1958年であり、日本（ＮＨＫ、1953年）より約５年遅れのス
タートであった。しかし、カラーテレビの開発では、1960年に本放送を開始した日本より10年以上も遅
れた。
（３）例えば1981年の時点で、都市部におけるカラーテレビ、冷蔵庫、洗濯機の百世帯当たりの保有台数はそ
れぞれ0.6台、0.2台、6.3台にすぎなかった。総人口の８割を占めていた農村部においては、都市部に比
べてさらに低い状況であった。
（４）世界の生産量は国連の『Industrial commodity statistics Yearbook』各年版を参照。
（５）ＮＨＫ技研はテレビ部品メーカー（富士製作所、中央電線、池上通信機、東京電気化学など）と「テレ
ビ部品研究会」を発足させ、コイル、トランス、シャーシなどの研究成果を公表し、セットメーカーの
利用を促した（平本、1994a：21頁）。
（６）『電子工業年鑑』1975年版の技術導入一覧（1019頁）より集約。ちなみに、ＲＣＡ（Radio Corporation of
America,　1919年創立）は戦後のアメリカの家電産業を代表する企業であった。1950年に３色カラー受
像管の開発に成功したことをはじめ、イノベーションで民生電子業界をリードしてきたが、1986年にＧ
Ｅに買収され、1987年にフランスのトムソンにより買収された。当時テレビ受像機に関しては、アメリ
カ・ＲＣＡが保有する偏向回路、水平同期回路などの一連の基本特許、イギリス・ＥＭＩの同期信号発
生、オランダ・フィリップスのインターキャリアなどの特許を回避することは困難であった。
（７）外国技術の導入は特許料・ロイヤルティなどの対外支払いをともなうため、外国貿易管理法など国際収
支の立場から規制が存在した。そのため、特許導入の方針として、テレビが重要産業であり、将来の国
際収支改善に貢献するとの理由から、優良メーカーに限り認可された。当時の特許料はＲＣＡに価格比
２％、音声ＦＭ方式に対してウェスティングハウスに0.7％、映像電流の直流伝送方式としてＥＭＩに
２％、インターキャリア方式に対してフィリップスに1.1％、合計すると価格比5％もの特許料を支払っ
ていた（平本、前掲：24頁）。
（８）たとえば日立製作所はＲＣＡとの技術提携を利用して1954年に東洋一の生産能力を誇るブラウン管工場
（茂原工場）を建設し、その年には早くも日本のテレビ市場でトップシェアを握った。
（９）1950年代半ばから1960年代の初頭にかけて、主要部品の供給量が伸び、生産単価が下落した。1955年と
比較したときの1961年の部品単価は、ブラウン管で0.46、受信用真空管で0.52、抵抗器で0.59などで
あった（平本、前掲：48頁）
（10）1957年当時に購入されたテレビのおよそ95％は14インチであった（平本、1994b）。
（11）電波技術協力会は通産省と郵政省の協力を得るかたちで、「カラー受像管試作委員会」を設置し、ＮＨＫ
技研を中心として、広く関連メーカーの参加を勧め、東芝・日電・日立・松下電子工業・日本コロンビ
ア・神戸工業・三菱のブラウン管メーカーに加え、旭特殊硝子・大日本塗料・古河電気工業・大日本印
刷などの部品材料メーカーが加わった。
（12）1966年には23に過ぎなかった機種は69年に142になった。製品の多様化が進んだことを物語る。
（13）松下は1969年には20種類もの炭素皮膜固定抵抗器を、73年には丸ピン、73年にはＩＣを自動挿入できる
機械を開発し、77年には円盤型コンデンサや電解型コンデンサなどのラジアル部品も自動挿入できる
「パナサートＲ」が導入された。各社ともこの自動機を導入した。
（14）1974年にはアドミラルがロックウェル・インターナショナルに、モトローラのテレビ部門が松下に、
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フィルコがシルバニアに、マグナボックスがフィリピンに買収され、1976年にはウォーウィックが三洋
に買収された。1968年には18あったメーカー数も76年には12、組立工場も30から15に減った。
（15）テレビ産業のＯＭＡにいたるまでの過程については Magaziner and Reich（1984）を参照。
（16）海外生産比率＝海外生産量/（海外生産量＋国内生産量）×100。海外生産量（台数）については日本電
子機械工業会編『民生用機器データ集』による。
（17）日本電子機械工業会編『民生用機器データ集』各年版。
（18）天野（2001）を参照。ＡＳＥＡＮの事業展開については松下電器産業中部経済同友会事例発表、松下電
器産業茨木事業所の取材（2000年1月）を参考。
（19）日本経済新聞（1991年11月５日，11月29日，1992年11月３日、1993年２月25日）を参照。
（20）日本経済新聞（1993年４月１日，８月７日，９月25日，1994年３月３日，７月27日）を参照。
（21）日本経済新聞（1998年８月27日）を参照。
（22）日本経済新聞（1999年10月５日、10月20日，2000年４月24日），日経産業新聞（2000年１月11日，４月18
日，４月27日）を参照。
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